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2030 あらお有明優都戦略ピースフルプロジェクト　荒尾防災塾事業

荒尾市総合防災訓練を開催します！

　荒尾市では、2030 あらお有明優都戦略ピースフルプロジェクト『荒

尾防災塾事業』として、関係機関との共催で大規模な防災訓練を実施

します。これは、有明海を震源とする直下型震度５強の地震が発生し、

老朽化した建物の一部が倒壊、けが人が多数発生しているとの想定で、

現場での指揮、救助、救護、消火等の訓練を、各機関の連携を確認す

る目的で実施するものです。ぜひ、ご観覧ください。

●日時　１１月 15 日 （日） 午前９時から （午前中）

●場所　緑ケ丘小学校一帯

●駐車場　あらおシティモール

●訓練内容　災害対策本部設置訓練、 トリアージ訓練、 特殊救助チーム

（SAR） による救助訓練、消火訓練、情報伝達訓練、防災ヘリによる救助訓練、

炊き出し訓練ほか

●防災備蓄品および緊急車両の展示　市で備蓄している防災備蓄品や消防

車、 救急車などの緊急車両を訓練会場に展示します。 （緊急車両について

は訓練終了後の展示）

●参加機関　荒尾市、 荒尾消防署、 荒尾市医師会、 荒尾警察署、 荒尾市

消防団、有明高校、荒尾市民病院、荒尾市歯科医師会、荒尾市建設業協会、

荒尾市管工事組合、 荒尾市社会福祉協議会ほか

↓昨年行われた総合防災訓練のようす

　「荒尾市文化振興基金」 では、 本市の個性的な地域文化を創造し、 豊かで活力に満ちたまちづくりに

活かすことのできる文化活動 （恒常的な活動は除く） を支援するため、予算の範囲内で助成を行います。

【助成対象事業】　21 年度に自ら企画して実施する次に掲げる事業で、 広く市民に公開、 公表するものが対象と

なります。 ただし、 事業の実施は 12 月以降となります。

　1. 活動発表事業…複数の団体による共同作業や新たに実行委員会を作るなどして、 従来の活動の枠を超え

　　て行われる発表会などの事業。 ただし、 特定の流派、 会員、 個展などに関わる事業は対象外とします。

　2.文化情報事業…荒尾の文化を紹介するビデオ・パンフレットなどの制作で、文化情報の発信に寄与する事業。

　3. 人材育成 ・交流事業…文化的な活動として開催される研究会、 フォーラムなどで人材育成や交流を目的　

　　とする事業。

　4. その他の事業…文化によるまちづくりの振興に寄与するもので、 市長が特に必要と認める事業。

【助成対象者】　市内に住所または活動の本拠を有する団体

【助成金】　助成金の額は、 当該事業に要する経費の 3分の 2以内の額で、 限度額を 50 万円とします。

【募集期間】　11 月 4 日 （水） ～ 20 日 （金）

[ 問 ] 政策企画課地域振興係　☎６３- １２７４

平成 21 年度　文化振興基金活用事業を募集します平成 21 年度　文化振興基金活用事業を募集します

[ 問 ]2030 あらお有明優都戦略ピースフル部会事務局　くらしいきいき課　☎６３- １３９５
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共同受信施設の地デジ化には助成制度が活用できます
　平成 23 年（2011 年）7月 24 日までに地上アナログ放送は終了します。受信機や受信設備がデジタル放

送に対応していないとテレビ放送が見られなくなります。

　地上デジタル放送を受信するための費用は自己負担で実施することが基本ですが、 共同住宅 （アパート ・ マンション） 内の共

同受信施設や、 建造物などによる受信障害対策として設置された共同受信施設では、 地上デジタル放送対応のための経費負

担が過重となる場合があるため、 その一部を国が助成する制度があります。 ただし、 国 ・ 地方公共団体などが所有する共同受

信施設は助成対象とはなりません。 助成対象となるのは世帯当たり 3万５千円以上の負担経費がかかる場合で、 最大 2分の 1

の助成が受けられます。

共同受信施設のアパート ・ マンション

●助成を受けるには改修工事を実施する前に申請を行う必要があります。

　共同住宅の共同受信施設デジタル化の助成制度申請締め切り…平成 22 年 1 月 15 日 （金）

　受信障害施設デジタル化の助成制度申請締め切り…平成 21 年 12 月 28 日 （月）

※詳しくはデジサポのホームページ (http://digisuppo.jp) をご覧ください。 　

[ 問 ]デジサポ助成金相談窓口…☎ 0570-093-724 （平日午前 9時～午後 6時） （つながらない場合は☎ 03-5623-3121）

　助成金申請…総務省熊本県テレビ受信者支援センター [ 愛称：デジサポ熊本 ]☎ 096-325-6922 （平日午前 9時～午後 6時）

（助成額の例） 最大で 2分の 1が助成されます。

加入する世帯あたりの負担 視聴者側負担額 助成額

3.5 万円の場合 35.000 円 0 円

5 万円の場合 35,000 円 15,000 円

7 万円の場合 35,000 円 35,000 円

10 万円の場合 50,000 円 50,000 円

（助成額の例） 最大で 2分の 1が助成されます。
世帯あたりの負担額が 3.5 万円以下の場合は対象外です。

加入する世帯あたりの負担 視聴者側負担額 助成額

3.5 万円の場合 35.000 円 0 円

5 万円の場合 35,000 円 15,000 円

7 万円の場合 35,000 円 35,000 円

10 万円の場合 50,000 円 50,000 円

（助成額の例） 最大で 3分の 2が助成されます。

加入する世帯あたりの負担 視聴者側負担額 助成額

7万円の場合 上表と同じです

10.5 万円の場合 35,000 円 70,000 円

15 万円の場合 50,000 円 100,000円

　アナログ共同受信施設をデジタル化改修するよりも、 ケーブルテレビで地上デジタル放送を受信するほうが安価な場合は、

ケーブルテレビ加入に必要な経費も助成対象となります。 （ケーブルテレビへの加入金と工事費は助成対象ですが、 毎月の利

用料は対象となりません。）

　デジタル局がアナログ局と異なる場所に設置されたため、 建造物などによる地上デジタル放送の受信障害が新たに発生する

地域において共同受信設備を新設する場合も助成対象となります。 （共同受信施設を新設する場合は、 最大で 3 分の 2 の助成

が受けられます）
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